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レポート 

 

2025年夏のボーナス見通し 
 

～企業の好業績と人手不足を背景に増加が続く～ 
 

調査部 主席研究員 小林 真一郎 

研究員 小林 啓介   

 

○ 2025年夏の民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人以上）のボーナスは、前年比＋2.6%と 4年連続で増

加が見込まれる。好調な企業業績と堅調な雇用情勢が追い風となり、前年から伸びは拡大しよう。 

○ 支給労働者割合は 84.5%（前年差＋0.2%ポイント）と前年からさらに上昇するだろう。同割合はコロナ前の

水準を大きく超えて回復しており、雇用者数が過去最多を更新する中、ボーナスが支給される事業所で働く

労働者の数は 4,350万人（前年比＋1.3%）と、3年連続で過去最多を更新する見込みである。 

○ 一人当たり支給額と支給労働者数の増加を受け、ボーナスの支給総額は 18.5兆円（前年比＋3.9%）と 4年

連続で増加しよう。依然として足元の物価上昇率は高いが、伸び率が落ち着いてくれば、ボーナスの支給総

額の増加が個人消費の回復を下支えすると期待される。 

○ 2025 年夏の国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）のボーナス（期末・勤勉手当）の平均支

給額は 70万 5,200円（前年比＋6.9%）と前年夏に続き、大きめの増加が見込まれる。日本経済のコロナ禍

からの回復の影響が、民間からやや遅れて公務員の賃金に反映され、基本給、ボーナス支給月数とも引き

上げられるとみられる。 

2025年夏のボーナス見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注 1)民間企業（調査産業計・事業所規模 5人以上）は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与

の支給を受けていない労働者も含む）の平均 

(注 2)国家公務員は、管理職および非常勤を除く一般行政職の平均 

(注 3)支給労働者数は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の支給を受けていない労働者も

含む）の数 

(注 4)支給総額は一人当たり支給額に支給労働者数を掛け合わせた値 

(出所)厚生労働省「毎月勤労統計」、内閣人事局資料などをもとに当社予測  

（円） 前年比（％） （万人） 前年比（％） （兆円） 前年比（％）

民間企業 425,373 2.6 4,350 1.3 18.5 3.9

製造業 561,977 2.6 697 -0.2 3.9 2.4

非製造業 399,316 2.8 3,653 1.6 14.6 4.4

国家公務員 705,200 6.9

（参考）全労働者の一人当たり支給額（前年比、％）

民間企業 2.8

製造業 2.7

非製造業 3.0

一人当たり支給額 支給労働者数 支給総額
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1. 2024年冬のボーナス ～企業の好業績を背景に 4年連続の増加 

 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」によると、民間企業（調査産業計・事業所規模 5人以上）における 2024

年冬のボーナスの一人当たり支給額は、前年比＋2.5%と 4 年連続で増加した（図表 1）。前年（2023 年）は

同＋0.7%とやや伸びが小幅であったが、2024年は企業の好業績を背景にボーナスは堅調に増加した。 

業種別では、製造業（前年比＋5.6%）、非製造業（同＋2.1%）ともに増加した。非製造業の内訳をみると、

鉱業、採石業等（前年比＋14.5%）、電気・ガス業（同＋13.5%）、飲食サービス業（同＋12.1%）が 10%を超

えて大幅に増加し、全体の数字を押し上げた。一方で、学術研究等（同－6.7%）、情報通信業（同－2.2%）

の減少が目立った。 

ボーナス支給月数（所定内給与に対する比率）は 1.10 カ月分（前年差－0.01 カ月）と減少した。一方、ボ

ーナスが支給された労働者の割合は 87.3%（前年差＋5.4%ポイント）と大幅に上昇した。このため、過去最

高水準の更新を続ける雇用者の増加と相まって、ボーナスが支給された労働者数は前年比 7.5%と大幅に

増加しており、冬のボーナスの支給総額（平均給与額×支給労働者数）は 18.5 兆円（前年比＋10.2%）と

24年ぶりに 18兆円を上回った。 

 

図表 1 冬のボーナス実績：平均支給額（前年比）と支給月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上  

（注 2）支給月数は所定内給与に対する支給割合 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」  
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2. 2025年夏のボーナス見通し 

 

(1) 民間企業 ～ 企業の好業績と労働需給の逼迫を追い風に、4年連続で増加する見込み 

 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」ベースで見た民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人以上）の 2025 年夏

のボーナスは、一人当たり平均支給額は 42 万 5,373 円（前年比＋2.6%）と 4 年連続での増加を予想する。（図

表 2）。企業規模を問わず、製造業、非製造業とも一人当たり平均支給額は、2023 年にすでにコロナ前のピーク

を回復しており、コロナ禍での落ち込みからの反動増による押上げ効果はおおむね一巡した。 

それでも、今年の夏のボーナスが順調な増加を続けるとみられる背景に、企業業績と雇用情勢の堅調さがある。

企業の経常利益（全規模、金融保険業を除く全産業、季節調整値）は、2020 年中盤以降、増加傾向が続き、

2024 年 4～6 月期には過去最高を更新した。2024 年 7~9 月期には減少に転じたものの、2024 年 10～12 月

期には再度増加に転じ、過去最高に近い水準で推移している。 

また、人手不足は深刻さを増し、労働需給は逼迫している。日銀短観における雇用人員判断 DI は対面型サ

ービス業を中心に大幅な「不足」超が続き、企業の人手不足感が強まる中、完全失業率は 2021 年 1 月以降、

2％台の低水準での推移が続いている。 

 

図表 2 夏のボーナス予測：平均支給額（前年比）と支給月数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上  

（注 2）支給月数は所定内給与に対する支給割合 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 
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支給労働者割合1は 2年連続で上昇し、84.5%（前年差＋0.2%ポイント）となると見込まれる。コロナ前 2019

年の水準を大きく超えた回復に加え、雇用者数が過去最多を記録していることから、ボーナスが支給される労働

者数は 4,350万人（前年比＋1.3%）と、非製造業を中心に増加し、3年連続で過去最多を更新する公算が大き

い（図表 3）。 

 

図表 3 夏のボーナス予測：支給労働者数と支給労働者割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上 

（注 2）支給労働者数＝常用雇用労働者(6月)×支給事業所に雇用される労働者の割合 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 

 

 

一人当たりボーナス支給額と支給労働者数の増加を反映した 2025 年夏のボーナスの支給総額（一人当たり

支給額×支給労働者数）は、18.5 兆円（前年比＋3.9%）と 4 年連続で大きめの増加が見込まれる（図表 4）。依

然として足元の物価上昇率2は高いが、伸び率が落ち着いてくれば、ボーナスの支給総額の増加が個人消費の

回復を下支えすると期待される。 

 

  

 

 
1 労働者の総数に対して、ボーナスが支給される事業所で働く労働者（当該事業所でボーナスの支給を受けていない労働者も含む）が占

める割合。 
2 実質賃金の計算にも用いられる消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を参照した。同指数は、2024年通年では前年比＋3.2%

だったが、食料品価格の上昇などを背景に、直近 2025年 2月には同＋4.3%まで高まっている。 
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図表 4 夏のボーナス予測：支給総額（前年比、実額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）調査産業計、事業所規模 5人以上 

（注 2）支給総額＝一人当たり平均支給額×支給労働者数、として計算 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 

 

なお、実勢を示す全労働者一人当たりのボーナス支給額は前年比＋2.8%と、支給労働者割合の前年からの

変化が大きくないことから、支給事業所の一人当たり支給額と同程度の伸びとなる見込み（図表 5）。 

 

図表 5 夏のボーナス予測：全労働者ベースの平均支給額（前年比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）2015年度以前の「全労働者ベースの一人当たり支給額」は当社推計 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」  
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業種別では、製造業では 56万 1,977円（前年比＋2.6%）、非製造業では 39万 9,316円（同＋2.8%）と前者

は 5年連続、後者は 4年連続で増加が見込まれる（図表 6）。いずれも 2023年までにコロナ禍の影響はほぼ剥

落しており、同程度の増加幅となるだろう。 

ボーナス動向の実勢を示す全労働者ベースの一人当たり支給額でみても、製造業（前年比＋2.7%）、非製造

業（同＋3.0%）ともに増加しよう（図表 7）。 

 

図表 6 夏のボーナス予測：支給事業所ベースの平均支給額（前年比、業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）調査産業計、事業所規模 5人以上、非製造業は調査産業計から製造業を除いて計算 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」 

 

図表 7 夏のボーナス予測：全労働者ベースの平均支給額（前年比、業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当社推計 

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計」  
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(2) 公務員 ～ 基本給、支給月数ともプラスに寄与し、ボーナスは 3年連続で増加 

 

内閣人事局の発表によると、国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）の 2024 年冬のボーナス

（期末・勤勉手当）は 65万 2,800円（前年比－3.2%）と 4年ぶりに減少した。職員の平均年齢低下（33.4→33.1）

等による平均給与額の減少のほか、年間ボーナス支給月数を 0.10 カ月引き上げるべきとする人事院勧告が 8

月に出されたものの、衆院選の影響により給与法改正が遅れて冬のボーナスには反映されず、支給月数が引き

上げられなかったことがある。 

2025年夏のボーナスの平均支給額は 70万 5,200円（前年比＋6.9%）と、3年連続で増加すると予測する（図

表 8）。給与法改正による平均給与額の 33 年ぶりの大幅な増加（約＋2.8%）に加え、ボーナス支給月数が昨夏

から 0.05カ月分（勤勉手当、期末手当がそれぞれ 0.025カ月分）引き上げられる。支給額が 70万円を超えるの

は 2018年以来であり、コロナ禍からの日本経済回復の影響が、民間に遅れて公務員のボーナスにも反映されて

いるとみられる。今後も、民間の賃金上昇傾向が続く中、公務員のボーナスも高めの伸びが続く見込みである。 

 

図表 8 夏のボーナス予測（国家公務員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）6月期の期末・勤勉手当。管理職および非常勤を除く一般行政職。 

（出所）人事院、総務省、内閣官房内閣人事局 
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